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(「川口短大紀要」第14号)の続編である{v(以後 に の2編の論文については前者をその1、 後
者をその2と略称する)。その1、 その2で は原価計算文献、'いわば単行本をもとに ・「わが国
でいかに原価管理思考が形成されたか」 を論 じた。 とりもなお さず、これは原価管理のメイン
ツールである標準原価計算がわが国においていかに展開 したかの研 究であったP長谷 川のr標
準原価の研究」(昭和6年)が わが国の標準 原価計算文献の嗜矢であ り、標準原価計算論の本
格的 な展開は 「標準原価の研究」からスター トした。 しか し、r標準原価 の研究」…以前に も断
片的 なが ら、標準原価計算の展開が見られた。そこで、:私は標準原価計算論の展開 を 、「標準
原価 の研究」以前 と以 後(長 谷川以前と以後 と略称する)に 分け、初期的原価管理思 考 とし
て長谷 川以前 には1「能率の向上」が、以後には.「統制」がそれぞれ形成されたと結論 した。 く
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わえて、「統制」の概念 には前期型 と後期型があ り、とくに後者では理想 を前提 とした管理性
の高い標準原価が論 じられていた。すなわち、その1と その2の 論考か らは、時代 の進行 に伴
謬 鰹㌶欝欝叢 濃ξ繍遥巖熟熟r会計、
に掲載 された標準原価計算関係論文を掲載年順にグラフにまとめだ2}。この結果として、私 は
「会計1に 掲載 されたこの種の論文数の推移が、わが国の標準原価計算 の展開 とそのまま符合
すると述べた。このとき、内容についての検討は行 わなかったが、題名か ら多 くの興味ある論
文を発見 した。「会計」はわが国の会計雑誌 として最 も歴史が古 く、掲載論文は数 々の名声を
博 して きた。そ して、それらはわが国会計学の歴史をそのまま体現 している。 したがって、こ
れ に掲載 されている原価管理関係論文の検討 も欠 くことがで きない と感 じた。そ こで、本稿
では創刊(大 正6年)か ら昭和20年までの期間に、「会計」に掲載 された論文をもとに 「わが
国におiいていかに原価管理 思考が形成 されたか」の一端 を検討 していきたい。
ll『会計』に掲載 された原価管理を論じた論文
1!
私 はそ の1、 その2に おい て、研 究 対象期 間 を長谷 川以 前,i・(昭和7年 まで)と 以後(昭 和8
年以 降)に 分 けて論 じた。1何様 に、1本稿 においても 掲載論 文 を発行 時期 で2つ に分割 して検 討
す る。「会計」 に掲 載 され た論 文め著 者は研 究者や 実務家 で あ り、執筆 された論 文 は時代 の先
端 を行 く レベ ル を有 して いた と判断 で きる。 創刊.咋大正6年)か.ら 昭和20年 まで に、「会 計」
に掲載 された原 価管理 関係論 文は、以 ドの とお.りであ るき妬 、,∵
〈長谷 川以 前 〉"・ ば ・…
廣 崎 三郎 稿 「鋳 造製品 の コス ト ・コ ン トロール1,2」第16巻2,3号 大正14年
井関十 二郎 稿 「製造 原価 の統制 方法(其 一 、其二完)」第24巻1,2号 昭和4年
角 田重 太郎稿 「標 準原価 の会計 処理」 第25巻第2号 昭和4年
』青木倫太郎 稿 「標準 原価 と其の 差異」 第27巻3号1昭 和5
,年:、:,'`一"/・
長谷川安 兵衛稿 「科学的管 理法 と標準原 価J'i第27巻6号:va和5年・'st,・1・、.Ei;,
・青本倫太郎 稿 ・「標準 原価法 と見積 原価法 どの異 同」・第28巻4号 昭和6年'㎡1]' ,。
長谷川安兵衛 稿 ・「標 準原価 とそ の会計機構:一ー、二」第28巻56号t昭 和6年:1"lci・:'
『陶山誠太郎 稿 「標準 原価 の研 究」 第29巻5号
,昭和6年 ∴∵1.Lパ ・,、・、"i,!'/
'井上達雄稿1「企 業会計 に於 け る予算統 制 並び に標準 原価」・第30巻6号'・昭 和7,年…L・f・
ば 長谷 川以後 〉 ・'㌍`・1'一.(・t.tC,い い 一 ,li,いi。:
青 木倫太郎稿;「標準 の意義 と予 算制度 」 第33巻5号 ・iL昭和18'年i、."li・・.),、…い,s、,、:1
金 由 実稿 「理想標準原 価 と基準標準 原価 其－Li{其二完 」第34巻516号,.…昭和9〔年 ・・…tt'il・、
金 由 実稿 ・「標準原価 の簿記 一口 コ↓三 、'四完 」第34巻1;2;i3,4号昭和9・年lill・,、,、
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'大 橋善助稿 「標準原価計算に於ける標準の算定について」第49巻5号 昭和16年,
その1や その2では;文 献 を中心に検討 して きたのであるが、今回論文を対象 とした検討は
原価管理思考の形成に関する議論 を敷桁 し深化 させる役割を持つ と思われ る6つ まり、・文献
でぱある分野が選択 され、そ れが浅 く広範に論 じられる・(ある分野の もとで複数のテニマが設
定 され、体系的に論 じられている)が 、論文ではあるテーマが設定 され、それが深く狭 く論 じ
られている(分 野が絞 られ、詳 しく論 じられている)。例えば、廣崎稿 「鋳造製品のコス ト・
'コントロニ ル」
、青木稿 「標準原価 と其の差異」な どのように、「会計」の論文は概 して総論で'
はなく;'ある設定 されたテ]マ で論 じられている。 したがってぐ文献の論述 よりは一つひとつ
の概念の説明が とて も詳 しい。論文は多 くの場 合、国内外 の先端理論や実務 を単発的に論 じ
たケ二一ズが多い。・t」't・,'1
!::・当然の ことながら、一人の筆者が文献 と論文の両方を執筆 している場合 論文が文献 に先
ん じるケー スとその反対のケースが考えられる。前者は文献に掲載 しようとす るテ]マ の一部
を取 り出 した詳細な論述であ り、後者は文献の出版後、・それに敷桁す るべ き内容やさらにそ
の後明確 となった内容 などが論述 される。 このようた、文献 と論文は相 互補完的な関係 にあ
ることが多い。 ・'‥':・,一 ・
本稿においては、標 準原価計算め論文だけに偏 ることな く、コス ト・コン トロールや統制
なども含んだ幅広い原価管理関係論文を対象どした。 ∴.,∴
:m『会計』における原価管理思考の展開 ・t t'・, .、 、
1.長谷川以前の展開 ・ ・`1'"L、
;まず、ジ長谷川以前の 「会計」における原価管理思考の展開について論 じたい。論文の選択
基準 としては、今まで本研究で検討 した内容 と重複 した論文、計算のみで概念が明示 されて
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いない論文は避 けた。例えば、第27巻6号(昭和5年)に 掲載 された長谷 川安兵衛稿 「科学的
管理法 と標準原価」 は、長谷川著 「標準原価の研 究」(昭和8年)'第三章標準原価 と科学的管
理法 と全 く同 じであ り、 この理 由か ら選択 しなか った。 長谷川以前 として、下記の論 文を選
択する。.・rll
大正14年 廣崎三郎稿 「鋳造製品のコス ト・ユンFロ ・一ル1,2」第16巻2,3号,T・.
昭和4年 井関 卜二郎稿 「製造原価の統制 方法(其 一、其二完)」第24巻み2号、
昭和5年 青木倫太郎稿 「標準原価 と其の差異」 第27巻3号・.';・
昭和6年,青 木倫 太郎稿f標 準原価法 と見積原価法 との異同」第28巻4号
昭和6年 陶山誠太郎稿 「標準原価の研究」第29巻5号 ・ ∴
廣崎、井関の論文は コス ト・コ ン トロール と統制 に関連 して お り、青木、陶山のそれは標
準原価計算の各論である。 、a、'、 .;
廣崎 三郎 は大正14年に 「鍛造製品のコス ト・・コン トロール」・(第16巻2号)のなかで,一コス
ト・ ,⇒ン トロール概念 を展開 している(3)。まず 、廣 崎は原価計算が 「各国の 工業政策確立 し生
産力の充実増 大を来 た して 、勢 国際市場 に生産品の販路 を求め国の内外 に激烈なる競争を惹
起 して生産過 剰に苦 しむに至 り、・漸 く生産原価の引.き下げ科学 的経 営管理法の研究 を促 して
鞠近の会計学 中に其一部 を形作 るに至った」④ と述べている。 さらに、彼 は次の ように原価計
算 について論述 している!5)。t,・ ・,・,『1∵".、 、
「原価計算は単 に生産品の損益 を知 り尚将来見積の材料 として正確 なる記録 を作 るの日的
を達す るのみならず精密 なる分解に依 り原価のコン トロールを行 ひ工場作業の当惑時変態時
1に発す る経営管理の鍵鎗 となった。」 ,-s,';・,'1.1",、:,,
この ように、廣崎 の原価計算 に関す る見解はか な り原価管理 に傾倒 してお り、原価計算を
お もに生産原価引 き下げの手段 として認識 してい る。彼 は下記の論文 を参照 し、持論の展開
に鋳造製品の原価計算 を選択 した(ρ!。、,"、 、
F.Everitt&J.HeywOodごCostControlForFbudries"およびA.Baruch,"Sirnph旬ingFoundry
Costs",The」㎞ 嬬 惚,June15,September15,1923.一、,'・t・ 、tい
廣崎は原価管理(CostControl)の用語 を用いて、「激烈なる販売競争の結果は高級なる品
質 と低廉 なる原価 を求め、勢能率の増進 と原 価の管理 に走 るに至 り今 日の製造工業 にては原
価構成 要素なる直接材料費及賃 金には大 なる相違はあ り得ない」 とし、'、「直接耳 目に触れ難い
第三項 目の間接費 こそ実 にコス トコ ン トロールに残 され たる唯 一の管理原価である」 と述べ
ている{7,。くわえて、彼 は 「間接 費の管理 に依 り経費の節減を計 り適当なる配賦法 をじて製品1
へ転嫁 し工場 の常態活動(Normalactivity)変態活動(Abnormalactivity)とに際 し処す るの
解決 を与える ものである」{8}と説明 している。 したが って 、廣崎によれば 鋳造品原価計算の
主要領域 は間接費管理 にあ り、間接 費配賦 のいかんは製品原価 を大 ぎく左 右す るのでこ間接
費 を適 当な配 賦法で もっていか に製品へ転嫁す るかが重要な問題 となる。 とくに、廣崎 はエ
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場活動 を 「常態活動」 と 「変態活動」 に分類 し、間接費 の配賦 に際 して操 業度の重要性 を認
識 していた。 、,
また、彼 は間接費計算の精緻化の ために、工場作業をい くつかの部 門に分割 することや間
接費 を複数基準に基づいて配賦することを提唱 しミ管理の必 要性か ら生産中心点 に基づいて
原価計算部門 を設定 し、それを生産(製 造)部 門 と奉仕(補 助)部 門 に区分 していた。奉仕部
門費は生産部門へ配賦 され、集計 され た生産部門費の製品への配賦は次の基準で行われ る{9〕6
'一一、'生産 したる鋳物 一・'封度経費, ,.、tl
二、生産工賃 に対す る経費率
三、生産時間の一時 間経費
廣崎はいずれ も生産に比例関係がある と思 われる基準 を用いて配賦 を論 じている。現在、私
たちは部 門を設定す る意義 として製品原価計算の精緻化、原価管理 を列挙す るが、.廣崎 はコ
ス ト・コン トロールのために、前者に強調点 を置いている。 こうした点から、彼は 「鍛造製品
のコス ト・コン トロール」 において製品原価精緻 化による 「能 率の向上」 に分類で きる原価
管理思考 を論 じていたと言 える。 ・'.・,
・井関 十二郎 は昭和4年 に 「製造原価の統制方法(其 一二)、(其二完)」(第斑 巻1号 、2号)の
なかで、統制の概念 を展 開 してい る岬 。 まず、彼は 、「製造原価 なる意味 は、,主として間接費
のことである」{ll)とし、統制には間接 費の1E確な計算が不可欠な要素であると述べ、間接費を
間接 材料、間接労銀、固定諸掛 りから発生す る費用 に分 類 してv}る"2)。.そして、1彼は統制 を
有効にする4つの要件 を次の ように列挙 してい る"3>。'
≒ご製造順序書の通 りに仕事 を遂行 して行 く上に、必 要な製作費の金額の決定。'
二、.管理上の統制の 日的を達するために必 要な費用の分類。
土 原価発見の目的 を達するために必 要な費 用の割当て。 、 ・;パ
四、上記の言及び三の分類 と割 当てとの結果 を示すための費用の記録作成。
上記の4項 目は、間接費配賦のための要件 と して読み替えることができる。井関は間接費の
統制が 「製品 との関連が明確ではない」、「間接費がたいてい固定的 な性格を有 している」.など
の理由で困難が伴 う点 を指摘 した(14}。しか し、原価計算 を実施 していれ1ボ、過去の 一定期 間
における製造原価が把握可能なので、この記録 は将来の一定期間に対す る見積 りの出発点 と
なる と言 う言 これ は各製作費用予算(貯 蔵品予算 、労銀予算、雑費用予算)を 設定す ること
にな り、種 々の費用の見積 りは過去の製作費用 を固定原価 と不定原価 に分類 した うえで行 う
と述べ てい る。この とき二製造原価の統制が有効 になるか否かは、i標準を設定す る点 に見出
される∪井関はこれ らの標準 を予算 よ、り独立 して設定 し、各予算 を相互チ ェックし、相互関
係の許 に置けばその効果が 一層顕著 になると述べているCl「)}。井関の標準は、明 らかに予算 とイ
コでルであると考えられる。 さらに、井関は 「責任単位」'という用語 を用Y・て管理のため{こは
責任 の所在 を明 らかに しなければならないと述べ、それは 「予算」の考え方 と同 じ意味である
??
、
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としている{161。''"∴ ・'ll
具体的な原価管理 の手法 である間接費の配賦法 として、井関は 「労力百分率」、「労働 時間
率」、「製造中心率」'の3つめ方法を列挙 しごそれらめ短所を次のようにコ メン トしている"7)。
「労力百分率」は多 くの製品を製造す る場合には極めて不正確な方法にな りぶ賃金の多寡 と
電灯料、機械修繕費 などとは直接的な関連性が薄い'6'1・",・
「労働時間率」は労働の多寡が製品に依 って一定ではない場合には不正確である。';'
「製造中心率」 は各製造中心点 に配賦する金額の算定が困難 なごとこ,製作に要 した時間の記
録が煩雑である。 一 ・'ヤ ・∵
井関はこれらの方法のうち 「製造中心率」法を推奨 してお り、'工場の部門を 「製造中心」に
分割 し1一定期 間内に各製造中心点の作業に費や された総費用 を確定 し、ごの金額を費や さ
れた作業時間で除 して求める方法であると説明 しているパこの方法は機械時間率法であり、次
のように例示 している{即。'ド
「製造中心XめLヶ 月間の費用が四百圓であり而 して其の製造中心が一 ヶ月間二百時間作
業す るもの とせ ば、其の毎一時間の負荷は、即 ち二圓宛の割合 となる勘定である。製作註
1文 書第二〇〇号 によ・る製作が;製 造中心Xで 五時間の作業を要 したもの とすれば、此の製作
命令 による製造 には、 この製造中心で費や された製造原価に対'して十圓を掛 げるこ とにな
るのである6」`'1;t':,・ 「;-V∴`1/k/f
;さらに:井 関は当時(昭 和4年)の 本景気な世相 を反映 レて
、製造全能力が使い果だ されな
かった場合、標準率を用いるべ きであると述べている。ずなわち、製 造能力が6096になっ・た と
き、固定費の全額 を製品に割 り当てると、'単位原価は高騰 しで しまうざそこで㍉井関は 「順
当の能力の設備能力の1:場で、その工場が順当め状態の許に作業 してゐたと きの過去数年間
の製造 を基本 とし、而 して実際の製造原価を部門的費用勘定に負荷せ しむるこどにする」細 と
している。 したがって、『もし予定 と実際の間に差が生 じた場合には 「工場が全能力を挙 げて
ゐないたあに」'実際の製作高以上の諸掛 りを負担するのを実際の製作高だけ負担ぜ しめて、そ
の残高を損益勘定に持って行って、'その損失の仕末をつ けるめである」㈱1と具 体的な処理策が
提示 されてい㌧る。彼め言を借 りれば、部門的費用勘定は不景気の時 には借 方残高 ・(損失)が
生 じ、好況の時には貸方残高1(利益)が 生 じることになる{21}∴〒このように、井関が操業度へ
め認識、不働能力の処理 について言及 している点 は注目す るべ きであるが、'他方で間接 費を
説明する際に、製造原価を同義語 として用いそいるが、 とれは彼独 自の考えであ り、ときお
り両概念の間には混乱が見 られる。 また、彼の標準率の概念は↓明確 ではない。井関は・・「製
造原価の統制方法」において原価管理 としてお もに間接費計算論を展開 しておさり、製品原価
計算精緻化の観点から 「能率の向上」を論 じている。',㍉ ・ '… …',∴
・青木倫太郎は昭和 ら年に 「標 準原価 と其の差異額」`(第27巻3号)'のなかで、'標準原価 と
差異の分析 に関す る議論を展開 している(uzi。まず;彼 は予算に言及 し1「事業の予算統制に於
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ても最 も重要なる部分は販売高の予測 と原価の推定である」 と述べ、・「原価の推定 は会計的方
法即 ち原価計算制度 にようて成就 される」'と説明 しているt2316青木の考察は,「推定 されたる
原価」、ずなわぢ丁標準原価」に関ずる。 さらに、青木は自ちの論文の主題について、、次の よ
う・に述べている㈱ 。 …'1・J:'・.、 ・、
・`い「最近原価計算制度に現 はれた標準原価計算制度の簡単なる説明 と実例の一端を紹介 して
会計制度による事業統制ト 合理的なる原価の低減一が如何に成就 さる ・やを示 さんとするの
である。」 一".:■ か'lt・'.….・1・,1',' ,
'青
木は標準原価 を 「理想的状態の もとに於 ける推定原価」 と定義 している。'また、,見積原
価と標準原価の違いにつ いて も 「見積原価は単 に原価 を見積 り推定す るに止るのであつて実
際原価 を積極的 に指導 しない一'中略 一然 るに標準原価は実際原価の不完全 さを摘 出 しやふ と
するのであつで標準原価 自身理想的なる状態を前提 とす る」㈱ と述べ 、実際原価は標準原価を
尺度 または目標 と して改良 されるべ きであるとしている。 、 一 ∵_
青木 の標準原価計算の概念 と差異の分析は、その1お よびその2において、「工場原価計算
法」のなかで明 らか に したので、具体的な説明 を省略する。 しか し、概 念的な部 分は 「工場
原価計算法」 よりも詳 じいごこの論文の刊行は昭和5年であるか ら、lfT;場原価計算法j(昭和
6年ジ よiり先 ん じて執筆 された と考えられる。,
青木倫太郎はHl{和6年に 「標準原価法 と見積原価法の異同」(第28巻4号)の なかで、標
準原価 と見積原価に関 して論 じた(IK;}。/tt't;・ 、E,'1,'1
青 木の標準原価論で大 きな特徴は、「工場原価計算法』や 「標準原価 と其の差異額」、にお恒
て明 らか にされているように、理想状態を前提 とした標準原価論の展開である。 さらに、彼
は標準原価が実情 と合わなぐなった場合、「標準原価の変更は一一会計期間又は一年 に ・'同位」(z7)
行う'としているので、当座標準原価を論 じていると読み取れる。.,-il',':;
基本的に、青木はこの論文で標準原価 と見積原価の異同に関する研究 を行ってお り、この
両者について 「見積原価 の樹 立は見積原価を して可及的に実際原価 に接 近 した ものた らん と
す る」、他 方 「標準原価の樹 立は理想状 態の もとに作業する事を基準 としで計算 されたもので
実際原価 をして可及的に標準原価に接 近せ しめやふ とす る努力を期待 して作 られた ものであ
る」)と説明 している磯。 こめ どき、標準原価 と見積原価の両方 とも差異が生 じるが、青木はそ
の処理 について、見積原価法は原因を究明せず帳簿上で処理 しい標準原価法は差異額を研究
して原 因の究明を行 うと述べている。.`㌔ ・,㌦:、 ＼ 、
、1かつて、青 米のil工場原価計算法」,を検討 した とき、私 は青木の論述 から・「見積原価 と標
準原価の区分はあいまいである」㈱ との見解を提示 したが∴この論文ではそれが解決 されてい
る。`こめ論文el(昭和6年 ド:と'丁工場原価計算法blJ(昭和6年)1,を比較 した場合、この論文のほ
弓が後 に書かれた公算が大きいbl-'」 二t,・t,、d-t,t・,,・1/!.∴∴
陶山誠太郎は昭和6年 に 「標準原価の研究」(第29巻5号)において標準原価計算論 を展開
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したm}。彼は標準原価を編成するには基礎率・〈basicrates).,を設定するべきであると述べている。
す なわ ち、材料 についてはその種類及び大きさ、賃金についてはその作業、製造間接費にっ
いては予算内で工程 または工程別に配賦する間接費に対 してそれぞれ基礎率を設定する必要が
あ ると言う。材料基礎率は単位価格、賃銀基礎率は請負率 またはそれに類似の もの、製造間
接費基礎率は製造工程内の機械時間、人的時 間またはその他の時間的定量で除 した予算原価






(b)工程勘定へ只だ標準原価でのみ借記 し(実 際 と標準 との差異を差異額勘定Variance
accotntsで処理する)、標準原価で貸記する。't・ 一,,、tt ,
(c)工程勘定へ標準原価 と同様に実際原価で借記 レ 標準及び実際の両原価で貸記する。」
上記、'3方法 ばそれぞれパ■…「シャル・プランごシングル ・・プラン、デュアル ∵プランであり、
陶山は原価管理上(b)法が不適切 な方法であ り、(b)法および(c)法を推奨 している○ これに関
しては、彼は(b)法が 「完成の理想へ としての標準原価の観念」であ り、(c)法が 「準則の単位
としての標準原価の観念」であるど主張 している(33)。7・ ・1パ … ・:・'・1、i:
陶tllは「最近 に至って経営 当事者は会計 を役に立つ機械 とじて考へ、・会計 士を経営上の諸
問題に付いて興味のある研究生 として考ふるよiうになつた」甲tとし、さらに次のよう:に論述 し
ている(35}。 ㌦:一'"1、,';・1
「最近の産業会計制度は明細書に基づ ける技術的手続方法 と依存関係 に在る、即 ち製造を
規制する ところの企画、販売 を指示す るところの販売計画及び金融 を左 右す るところの会
計政策 とか くして標準原価制度 の下に於ては、・会計は営業に関係あ り交渉ある他の事柄 と
完全 に結合 されてをる。その範囲は単 に原価の確認よりも大である事は明 らかである、三原
価計算"又 は原価会計なる術語は今や暖昧なる ものどな`り、讐統制会計"『なる術語が より適
当なものとなるであろう。」 …':
ここで、陶山は会計に経営の諸問題を解決する能力があると述べてお り、これは注目に値
する。 こうした考 え方は陶山のみではなく当時の会計学者の間に共通認識になりつつあ った
ように思える。陶山の差異分析は、極めて明解である。 まず、賃銀差異 をa.人的能力、b.賃
銀平準、c.機械能力、次に間接費差異をa:間接費平準、b怠 慢能力、c..仲間能力、d.報酬能
力、最後に材料原価差異 を材料価格差異ご材料取扱差異の区分 じている。己 うした差異分析
を説明 した後で{陶 山は標準原価の導入の前提 としでこ丁当務統制が差異に関す る資料の速や
か な供給の為の準備に依って企画 されてあ ること」、「管理統制が大量趨勢を抽出すべ き資料
の集積 に対す る用意に従って企画 されてあること」、・「信頼すべ き且つ迅速なる原価決定が標
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準原価に対す る原価比 率の適用 に依って可能ならしめ且つ総 ての数字が 一一般会計 との証拠立
てに於いて維持 ざれてあること∫を提示 した働。,
2.長谷川以後の展開` .1、
次 に、長谷川以後の 「会計」 における原価管理思 考の展開について論 じたい。論文の選択
基準 としては、1.と同様 である。長谷川以後の論文ど して下記を選択 した。'
・昭和8年 青木倫太郎稿 「標準の意義 と予算制度」第33巻5号
昭和9年 金田 実積 「理想標準原価 と基準標準原価其一、其二完」第M巻5,6号
昭和12年 今井 忍稿 「経営統制目的 としての原価計算其一、其二完」第40巻5,6号
昭和16年 東海林健吾稿 「標準原価に於ける所謂理想原価 と実際原価 との相剋並びにそ
の妥協に就いて1,2」第48巻3,4号,.. .t-c/
青木倫太郎は昭和8年 に 「標準の意義 と予算制度」(第33巻5号)において標準原価計算 と
予算制度に関する考察 を行っている(37)。'.・P,'
まず、青木 は標準原価計算について、労働能率の低下による差異額、原料差異額、工賃差
異額 、'間接費差異額な どを把握ずるための 「差異額明細書」 を作って{そ れぞれの原因を吟
味 し、差異額 の極小化に対す る方策 を考究す ることである と述べてい る噺 。他方、予算では
「販売予算や経費予算 など」、管理会計 では 「資金源泉及利用表や財政状態移動表 など」.が作
成 され、管理 に役立て られる脚 。青木はこうした会計の領域拡大 に対 して、「会計学は今やそ
の見解 に於て、・その研究方法 に於て、其の技術的方法 に於て重要な変革必 要とす る時期が到
来 した」 と述べ 、「会計学が次第に企業の合理的及び合 目的的統 制と云ふ、よ り広大な分野に
其の効用性 を拡大 し、以 て一層商業科学 に於ける斯学の重要性 を増加する傾向が顕著 とな り
つ ・あることを示す ものである」 と認識 している{ω。.『 ・
青木 によれば、管理 とは継続的 に進行す る過程を測定 し、比較することを意味 し、単なる
期 間比較では誤謬 を生 じるので、それは標準 と実際の比較でなければならない。,この とき、標
準は科学的標準であ り、これを設定するため には 、「能率測定部門」が必要である。そ して、こ
の部門は、次の職責を持つ(4!)。
一、企業 を統制す る目的から必 要 とする標準原価 を樹 立すること 、"il、 、
w:
、標準 と比較 して作業の成果を測定 し得るや うに帳簿組織 を立案すること
さらには、企業の統制には報告書が作 成 され、～これには理想的な作業状態にお ける標準の
記載があり、それと実施 された成果が比較 され、その結果についての解説がなされることによ
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'とくに、1本稿に関係す る定義 は三、物理標準であ り、それは次の ように定義 されている。・1す
なわ ち、物理標準 とは 「理想的状態に於ける物理的事象を数字 を以て現 は し、作業量又は動
作回数等 を測定する規範」 を意味 し、標準は 「原価 による統 制を可能な らしめ るところの製
品の単一原価 を決定する ヒに於て有意義」であ り、標準原価の 目的は 「最小の支出によつて
最大の効果 を収め る」 ことである(43㌔ ・.・1 ,
なお、青木の 「工場原価計算法」では、標準原価 と予算の関係についてはテー.マとして取
り上げ られてはいなかったので、刊行 月か ら考えて もこの論文は1工 場原価計算法」 を執筆
した後 に書かれた。 、'一 ↓
金田実 は昭和9年 に 「理想標準原価 と基準標準原価」,(第34巻5;6号)において、,理想標準
原価 と基準標準原価の比較か ら統制を論 じた⑭ 。 まず、世界 大戦後に生 じた予算統制と標準
原価の展 開に言及 し、両者の違いを説明 している。金田は予算統制 と標準原価 の関係につい
て様 々な見解が存在することを指摘 し、「標準原価の観念を企業活動の全般 に拡張 した ものが
予算統制」 とい う見解 と、「標準原価は能率測定の 手段たるに止 まり直接的には予定乃 至予算
の観念を含 まない」 という見解め2つを挙げている445}。後者はキャマン(E.・A;Cammafi)の見
解であ り、彼が標準原価 を理想標 準原価 と基準標準原価に区分 してい るこ とが紹介 されてい
る・金田は理想標準原価 と基準標準原価について、次の ように定義 した∂す なわち、理想標
準原価どは 「達成の目標 として現在の状態に於て科学的合理的 に予期 し得べ き費用」であ り、
基準標準原価 とは 「単に尺度即 ち算定用具 として設定 さる ・に過 ぎない ものであつて、・原料、
労銀 、間接費 を正当なる割合で包含せ しむる もめであるが、其価格水準は実際原価 に於ける
現在の趨勢 によつて変化することなき固定せ ぼもの」であ る(46!。・このよ うに、金田は2つ の標
準原価を定義 し、どちらの標準原価 によるほう.が、原価統制上好 ましいか を検討 している。キ
ャマ ンは理想標準原価の使用 を批判 してい るが;金 田はキ ャマ ンの主張 を紹介 し、その うえ
でキヤマ ンの基準標準原価論批 判に立脚 した自らの標準原価論 を展開 している。 したがって、
彼は理想的灘 原価の膿 の端 である。 .'一 ・∵ 一 ∵ .
キャマ ンの理想標準原価 に対す る批判は 「経営能率の尺度は固定不変でなければならない」、
「頻繁 に修正 を行 う理想標準原価は達成の尺度 とはならない」、「要せ し費用の代 りに要すべか
りし費用 を以て財産計算や損益 計算を行 うべ きで はない」 の3点 にあ る⑰ 。金 田は こうした
キャマ ンの主張 に対 して、「一つの標準原価 に 「達成 目標」 と 「能率測定の尺度」 と二つを盛
り込 まむとすることは不可能である]と批 判 し、これを実現 したいならば、基準標準原価 を用
いるよ りは理想標準原価を用いるべ きであ ると主張 している⑭6
達成の 目標は空想 に近い理想ではな く∵正常状態で達成可能である ことを意味 し、それが
科学的である場 合には、実際原価が これに達するか否かの明確化 によって能率 を測定す るこ
とが可能 であ り、 しかもこれが能率管理 に資す る。すなわ ち、達成の 目標 としての標準原価
は、少 な くもその時 々の能率測定の尺度であ りうると考 えられる。 したがって、キ ャマ ンのよ
一 一一ーわ が国 にお け る原価管 理思 考の 形成(そ の3)一 ・一 45
うな 「現在」に直接関連性 を持 たない標準原価は現在の原価 を統制 し、現 在の成績を判定す
べ き尺度 とはな り得ない ことになる。 こうした一連の議論 から、金 田は固定的 な標準原価 を
否定 し、最後に次のように述べているc49)。 、 〈 ・,・
'「原価計算のIl的は実際に費や されたる費用額の計算にあるとな し、実際原価により財産
を計算表示 し、標準原価は実際原価の標準か らの差異を明 にして 、其成績判定の用具たら
'屯むることも理想標準原価法の場合に於て も差 支えなぎものと思はれる。」'一 ・
'この論述 には
、金田の統制 に関する概念が明確 に示 されている。 と くに、標 準原価が規範
的性格を有 して管理 に資するには、'理想 に基づかなければならないことが強調 されている。'
今井忍は昭和12年に 「経営統制 目的としての原価計算」(第40巻5,6号)において、自らの
統 制論 を展開 している{SO}。今井は原価計算 における統制の概念を英米文献および ドイツ文献
に依拠 して論 じている。 … … ∵'、,
今井はシュマー レンバ ッハ(E.Schmalenbach)が原価計算 目的を 「売価決定 目的の原価計
算」 と 「経営過程の管理 目的 としての原価計算」 に分類 していることを紹介 し、'とKに後者
は管理統制のための原価計算であ り、標準原価、予算 などを中心 として前計算的数値 に基づ
いて諸計算が行われるとしている(51)。シュマーレンバ ッハの枠組みによれば、原価計算の 目的
は価格決定 と経営過程の管理 が挙げ られているが、自由競争 により市場で価格が決定 され る
ようになると、企業は売価決定の 主導権 を手放 し、それゆえ利益獲 得のためには価格決定 よ
ηも経営過程の統制が重視 されることになったのであ る。今井は経営 における内部統制手段
と して原価計算を位置づけ、工業経営を前提 とした観点か ら統制 に対する論述 を展開 してい
る。まず、'今井はアイザ ッグ(AIsti'ac:D'erlnditstriebetrib,Leipzig,1933)の定義 を示Lg統 制
を 「経営過程の障害を除去する為 に、経営者(支 配者)'の意思 に基 き、組織 自体か ら生ずる
規準の総体概念であるとし、'時に応 じて行はれるべ き精神的労働反復を意味する監督jt『21、く
わえてライ トナー(F.Leitner:DieKontrolle,Frankfurt,i923)の定義 を引用 して、統制 とは
「企業の内的、:外的経済過程の計画的監督一監視、管理、検査等 による一である となす」叫 と
述べている。 しか しながら、今井はアイザック、ライ トナーの監督を中心 とした統制の概念 を
否定 し、統制は部分的な監督では不十分であると述べ、'従来の狭い統制の概念 を拡張 しよう
と試みている。'"、 ∴:、
今井は統制の具体的方法 として、部門の設定 を論 じ、「原価計算 に於て原価の賦課額が各経
営部門毎にその製造過程 に随って明瞭 に知るこ'とが出来、それによって経営部門に於ける欠
陥 を容易に知 ることが出来る様に設け られなければならない」⑭ と述べている。そ して、今 井
は各部門に集計 された費用 と給付単位 を記録 し、その結果を総合 して部門の成績 を測定する
必要があるので、「各経営部門 を統制す る如 く原価計算制度は設定せ られなければならない」{55)
と主張 してい る。びこれにようて、統制 目的と しての原価計算が有効 に働 くのである。今井は
製品原価計算の精緻化の観点か らの論述を展開 してい るが、彼の部門設定 の意義は単に製品
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原価の精緻化のみではな く、部門成績 を明 らかにす る観点から論 じられている。今井の論 文
は唐崎 や井関に軌 を一にするが、部門が業績 の尺度 と して論 じられている点は、他二人に存
在 しない特徴である。
東海林健吾は昭和16年に 「標準原価 に於 ける所謂理想原価 と実際原価 との相剋並 びにそ の
妥協 に就いて1,2」(第48巻3,4号)において、標準原価論を展開 している[56)。東海林はこの論
文の冒頭 において 「企業管理の一用具 として標準原価計算の価値が次第に認識せ らる ・に及
びこの研究分野は次第に開拓せ られ、今 日に於 ては本問題 に関する研究調査 の数 は殆 んど枚
挙に逞のない程の盛況 にある」[57)と述べている。今 までの研究から昭和16年ごろには 「統制」
を中心 とした原価管理思考が形成 されたことが明 らか になったが、この論述 はこれを裏付け
る。'しか しなが ら1他 方で標準原価計算 に根 強い反対論者がい ることや新 しい学問であるが
ゆえに学者間に混乱が生 じてい ることも指摘 されている。すなわち、東海林 によればs"f本研
究の歴史が浅い上、「標準原価計算制度適用上の差異」、「本研究者の態度が∵致 しないこと」な
どが混乱め理由である鍋。この点 を踏 まえ、東海林は標準原価の概念を次のように整理 した⑱。




東海林は標準原価 について、,「か くて標準原価は実際原価の規範であ り選言すれば理想原価、
真実原価である。標 準原価 を純粋 なる ものと解 して始めて企業の経済活動は最 も有効 に統制
'し得るのである」 と主張 している(60}
。すなわち 、標準原価 を理想原価、真実原価 と考 え、実
際原価 と比較 して統 制を図るのである6し か し、 この点 について東海林は標準原価計算論の
唱導者を理想原価主張者 とよび、「標準原価 を以て理想原価 と解 し之によりて実際原価 を統制
せんとする試 は、その奇抜 なる着想 と卓越せ る思想内容とに於て 一方熱烈なる信奉者 を獲得
すると共に、他方大なる障害 に当面 した」刷 と述べ、次の標準原価計算 に対する反対意見を提
示 しだ62㌦'、 一一,.'、 、 、"
(1)会計原則 自体 に対する反逆であるとする もの,,
(2)計算技術 に対す る反対であるもの
さらに、計算技術上の反対意見を次の ように要約 している騨 。、,
(1)標準原価計算制度を全面的 に各種企業 に採用することの不可能なこと。
(2)標準 原価 計算 制 度の採 用 す るに当っ て 、従 来 の実際 原価 計 算制度 との二 重計算 制度 を
採 用せ ねば な らぬ こと。〒"・ 、 ・:一"… ぼ
(3>各標準 の設定 の極め て困 難な る こと。 ・x,'/:,・ ㌦'t・ liL't.
(4)原料 、製 品、 仕掛 品等 を標 準原 価 を以 て評 価す る こ との 不 当な る こ と及 び右評 価 に よ
る評価損益 に対 し疑義 あ る こ と。 ・,・1+. tl・ 、t、 ㌧ 」)
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N結 びにかえて
'その1、`その2に おける文献の検討 と比較 して
、'本稿で取 り上げた諸論 文か らは原価管理
に関する全体像はつかみに くい。それは 「会計」の論文が総論ではな く、各論であるからであ
る。 しか し、論文か らは個 々の概念の形成や展開が追尾で き、原価管理 や標準原価に関する
い くつかの展開を明確にで きた。
まず、各論文で は、標準原価の概念や標準原価計算 と予算の関係が論 じられていた。標準
原価お よび予 算は第1次世界:」K戦後に生じた会計手法であるが、会計学に現 れた新現象と して
取 り上げられ、その関係が さかんに論 じられている:。予算と標準原価の関係 についてはパ注意
深 く検討する必要性 があるが、この問題につ いては本研 究の主題から外れ るので.;、別の機会
に論 じたい。 ・`'1','・ ・'・ ・1・
、.図表19論 文の原価管理思考別 の分類
・ ・'・ ・ 、Ll,tt
能率の向ヒ 統 制
廣崎 「鋳造 製品 の コス ト ・コン トロール1`T14青木 「標準 原価 と其の差異lS5『 ・
井 関1製造原価の統制方法」S4・ 青木 「標準原価法 と見積原価法との異同」・S6
今 井 「経営統制 自酌 どLて の原価計算lS12・、1:陶山 「標準原価の研究」S6笥




次 に、今回取 り1:げた9論文は図表1の とお りに分類で きる。廣崎、井関、』、今井の論文にお
いては 「能率向上」'の手段 として、間接費計算の精緻化が論 じられていた。 この3編が選択 さ
れたのは、標準原価計算論 文のみな らず、原価管理関係論文に範囲を拡大 した結果である。 と
くに、廣崎、井関 ・今井の論文は私 に新 しい認識 をもた らした。私はその1において、次のよ
うに論述 しだ69)。∴Lc'.'、.一,,',・
丁初期の原価計算文献には、`まだ 「原価管理」の用語自体存在せず、それは 「能率の向:k」
・として論 じられていたも'具体的には、・能率の向上は冗費や濫費の節減の もとで説明 されでい
た。 しか しなが ら、冗費 と濫費は分けて考える必要がある。冗費は基本的に製品に跡付けら
れない間接費め意味 に用い られ(必 ず しも明確な使い分 けがあるわけではないが)、配賦計
算の精緻化によって問題が解決 される。他方:濫 費はムダを意味 し、能率向上 にはこれ を
な くす努力をしなければな らない。 したがって、後者が原価管理の対象 とす る領域であ'り、
「能率の向上」は濫費に注 目することか ら始 まった と考 えられる。」
これはその1の冒頭 において、いわば原価管理思考の形成について各文献 を論 じる導入部 と
して提示 した論述であった。 しか し、廣崎 はコス ト・コン トロールの もとで、井関は統制方法
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の もとでこいずれ も製造 間接費計算の精緻化を論 じている。 しか も1廣 崎は 「原価管理上 を
用いている。廣崎の論文は大正14年 井関のそれは昭和4年の刊行であ り、両論文は長谷川以
前に属する。 したがって;「能率の向上」への アプローチは濫費のみ ならず、冗費か らも始 ま
っている6す なわち、冗費 と濫費の両方への適切な対処がこ「能率の向上」の概念 を形成 した
のであ り、初期の 「能率の向 ヒ」 はムダの節約 だけではな く、間接費の適切な処理 も包含 し
ていた。私は長谷川以前 に著 されたい くつかの文献 において原価管理が言及 されていること
は認識 していだ70}。しか し、これ らの論述 には具体的な原価管理の方策が示 されていないの
で:'原価管理は原価計算の実施 により、会計が本来有 している財産保全機能を最大限 に活か
すr禦?て 親 さへ それが
.「能率の航 」に2なカ1ると考えた9とrろ力澗 縛 調
は単なる計算の精緻化 に留 まらず、部門の設置、生産中心点の認識が行われ、明 らかに原価
の節減 を目指す能率の向上ための諸方策が展開 されていた。今井の論文はそう,した思考 の完
成型 である。 したがって、能率の向上にも二方向からのアプローチがあ り、:一方は標準原価
の利用に基づ く濫費の排除、他方は製造間接費計算の精緻化 による冗費の適切な配 賦であ る。
ゆえに・「解 の向上」の賭 は間接費言働 撒 化が時代的には先じ・'そ嘩 礫 嚇 よ
る原価管理が展開 された。,. 、,・:1,、 、
最後に、各論文からは標準原価計算論の顕著 な展開がみ られた。標準原価 計算の展開 と し
て取 り上げた論文は、青木 「標準原価 と其の差 異」S5、青木 「標準原価法 ど見積原価法 との
異同」緬 晦 馴 の研triＬs6・青木「鞠 意義と綱 触 麺 「瞬 準
原価と難 標鞠 価」S9・東端 「標鞭 価に方冬ける所謂磁 原価」S16籏る。献 の遍
の論 文 が 日につ くが、 これ らの関 係は 図表2の とお りで あ る。 ,',・ い ・、
図 表2青 木 にお け る文献 と論 文の関 係"-tt':1
it: ,1,;・1;
1標準原価 と其の差異」i(S5)い
「_法 と_法 との_)←r工 場原隠 欝 を酬
論文で内容の補完 上」縮 緬 ξ碗II、
「標準 の意義 と予算制度上(S8)
い
その1およびその2において検討したよう↓・ぽ 木r場 原価計算油 準 ナ礁 準醐
計算論 を 「能率 の向上」に分類 した。それは標準原価の概念があい まいに用い られていたか
らであ る。 しか し、図表2の ように 「工場原価計算法」 における標準原価計算論は3編の論文
で繍 されている☆ ニル 情 已 と、青米剛 齢 融 原㎞に関する総 論'じて劫 、
むしろ 「統制」に属す頒 ができる・この醐 晴 木は東海林とともに・、標鯨 瞬 鱗 の
形成に極めて大きな役割 を果た したと言える。 、
陶山、金田、東海林の各論文では、・陶山は標準原価の概念 と標準原価計算法 、;金田い東海
ω ≡ 経 ㍉・理 知 識 二」 ・
林は基準標準原価の批判 をべ 」スに した理想標準原価 をそれぞれ論 じていた。 これらは本稿
の検討のとお り、そめ ゴ、その2で 論 じた統制の概念 よりかな り詳細である。・彼 らの論述を総
合ずる と、・統制 とは 「理想 をベースにして達成目標 と能率の尺度 としての標準原価を設定 じ、
生 じた差異の原因の究明によって改善を行 うことである」:と定義できる。 これこそがわが国 に
おける原価管理思考の初期的概念である'。・ ・ts'・:'"い ・(未完)
・.・'1》1・"・,'ピ,いr;'∴
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